短時間労働者（ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ労働者）就業規則作成マニュアル

第６章  賃  金

（賃金）

第19条  賃金は次のとおりとする。

①  基本給    時間給とし、職務内容・技能・経験・職務遂行能力等を考慮して各人別に決定する。

②  諸手当

通勤手当  通勤実費を支給する。

時間外勤務手当

法定所定労働時間を超えて労働させたときは、その時間について通常賃金の２５％増しの割増賃金を支給する。

深夜勤務手当

午後１０時から午前５時までの深夜に労働させた場合には、その時間について通常賃金の２５％増しの割増賃金を支給する。

休日出勤手当 

法定休日に労働させたときは、その時間について通常賃金の３５％増しの割増賃金を支給する。

（休暇等の賃金）

第20条  第13条で定める年次有給休暇については、所定労働時間労働したときに支払われる通常の賃金を支給する。

２  第14条で定める産前産後の休業期間については、無給とする。

３  第16条で定める育児時間については、無給とする。

４  第16条で定める生理日の休暇については、無給とする。

５  第17条で定める育児休業の期間については、無給とする。

６  第18条で定める介護休業の期間については、無給とする。

（欠勤等の扱い）

第21条  欠勤、遅刻、早退、及び私用外出の時間については、１時間当たりの賃金額に欠勤、遅刻、早退、及び私用外出の合計時間数を乗じた額を差し引くものとする。

（賃金の支払い）

第22条  賃金は、○○日から○○日までの分について、当月○○日（支払日が休日の場合はその前日）に通貨で直接その額を本人に支払う。

２  次に掲げるものは賃金から控除するものとする。

①  源泉所得税

②  住民税

③  雇用保険及び社会保険の被保険者については、その保険料の被保険者の負担分

④  その他従業員の過半数を代表する者との書面による協定により控除することとしたもの

◆解 説◆

賃金とは、労働者が労働力を提供したことに対して会社が支払うすべての報酬のことをいいます。
  就業規則で賃金の決定、計算及び支払方法、賃金の締切り支払の時期並びに昇給に関する事項を明らかにしておく必要があります。

  賃金に関しては、企業個別の考え方がありますので、ここでは留意すべき事と、知っておかなくては成らないことに絞ってご説明していきたいと思います。

（1） 賃金の決定、計算方法 
1. 就業規則には、会社が支払うすべての賃金を明らかにしておき

ます。 

2. 諸手当も可能なかぎり、金額又は算定基礎となる基本給などに

対する 率などを明らかにしておきます。 

3. 賞与も支給額は無理としても、支給条件、支払予定期日、そし

て支給 日の前に退職した者の取り扱いを明らかにしておきま

す 。 

4. 賃金の種類及び支給額が個々の労働者の年齢、経験、勤続年数、

出勤 日数、家族数などによって異なるものであれば、そのことを賃金の種類ごとに明らかにしておきます。
    また、同一内容の労働について、女子で あることを理由として、

女子の賃金を男子と比べ差別的取扱をしてはいけません。

（労基法第４条）
5. 家族手当のようにその支給事由が賃金計算期間の途中で発生、

喪失す る可能性のあるものについては、支給の始めと終わり

又は日割計算の方 法などを明らかにしておきます。 

6. 賃金の支払区分の別（月給、日給、日給月給、時間給、出来高

給など） も明らかにしておきます。なお、これら支払区分の

別に関して、女子について男子と職種などに差がないのに、男

子を月給制、女子は日給制と差別するようなことはできません。 

7. 日給月給制を採用しているところで欠勤控除のある場合は、日

割計算 の方法も明らかにしておきます。また、出来高払いを

採用しているところでは、労働時間に応じ一定額の賃金を保障

することが義務づけられています（労基法第２７条）ので、そ

の保障額を明らかにしておきます。保障額は、少なくとも通常

の実収賃金を余りくだらない程度のもの（平均賃金の６０％以

上）が要請されていますので留意してください。 

8. 生理日の休暇、特別休暇などを有給と定めるときは、その有給

とはど のようなものを指すのかを明らかにしておきます。
    有給といった場合、その取扱は一般的に、平均賃金か通常支払

う賃金となるでしょう。 

（2） 賃金の締切り、支払の時期、支払の方法

  賃金の支払に関しては基本的な原則があります。
  それは、通貨で、直接本人に、全額、毎月１回以上、一定の期日を定めて　支払うということです（労基法第２４条）。 

  1.通貨払い
  会社は法令、労働協約で定められているときを除いて、賃金を通貨以 外のもので支払うことはできません。 

  2.直接払い
  賃金は、本人が病気等で家族が本人の使者として取りに来たというときを除いて、直接本人に支払う必要があります。親権者、代理人に支払うことはできません。 

  3.全額払い
  賃金は（１）法令で控除が認められるとき（所得税、社会保険料など） （２）労使間の書面による協定で控除を決めたとき（例えば購買代金、社宅使 用料、組合費など）を除いて、一定の期日にまとめて支払う必要があります。 

  4.毎月１回以上、一定期日払い
  就業規則で賃金の締切り日と支払日の期日を明らかにしておきます。
  支払の期日については、ただ単に「第何週の月曜日支払」という規定の 仕方では要件を満たしておりません。
  また、賃金の支払日が休日と重なるときは、期日を繰り上げて支払うよう にしておくことが望まれます。
  [賃金の口座振込]

  賃金を口座振込によって支払うには、次の要件を満たす必要があります。 

  1.書面による個々の労働者の申出又は同意があること 

  2.労働組合又は労働者の過半数を代表する者との次の事項を記載

した書面による協定があること 

  3.所定の賃金支払日に、金額等を記載した計算書を交付すること 

  4.所定の賃金支払日の午前１０時頃までに払出しが可能となって

いること 

  5.取扱金融機関は１行に限定せず複数とする等労働者の便宜に十

分配慮すること （昭５０・２・２５基発１１２号）

（３）昇給に関する事項
  就業規則で昇給の条件、昇給期間を明らかにするとともに、昇給額も可能な限り金額又は基本給などに対する率などを具体的に表示しておきます。
（４）その他の留意事項 

  1.非常時払い
  労働者が緊急の用（本人又は家族の結婚、出産、疾病など）にあてるため、それまで働いた分の賃金を請求してきたときは、使用者はこれをすみやかに支払う必要があります（労基法第２５条）。
  そしてその者が退職するという場合は、労働者から請求があった場合には７日以内にすべての賃金を支払い、金品を変換しなければなりません（労基法第２３条）。 
  2.会社都合による休業
  原材料難、資金難など（天災事変による場合を除いて）によって操業が不可能となったとき、労働者を休業させる間、平均賃金の６０％以上を支払う必要があります（労基法第２６条）。 
  3.平均賃金
  平均賃金とは、これを算定する事由が発生した日以前３か月間に支払ったすべての賃金をその期間の総日数で割った１日あたりの賃金のことです。
  これは解雇予告手当、休業期間中の賃金、年次有給休暇などに使われます。
  なお、この計算から除外できる賃金及び期間については、労働基準法第１２条を参照してください。 

（５）割増賃金
  必要やむをえない理由で時間外または休日に働いてもらうときは、割増賃金を支払う必要があります。
  時間外の割増賃金率は労働基準法で、通常支払う賃金の２割５分以上とされていますが、法定の休日労働については、３割５分以上とされています。
  なお、時間外労働と深夜労働（午後１０時以降午前５時の間）が重なった場合は５割以上になります。
  また、休日労働と深夜労働が重なった場合は、６割以上になります。
  なお、これらの割増賃金率はあくまで最低の基準です。
  就業規則には、これら割増賃金率とその計算方法を具体的に表示しておきましょう。
  割増賃金の基礎となる賃金に算入しなくともよい賃金としては、
  （１）家族手当、
  （２）通勤手当、
  （３）別居手当、
  （４）子女教育手当、
  （５）臨時に支払われた賃金、
  （６）１カ月を超える期間ごとに支払われる賃金
があります
割増賃金の計算式
  〈月給の場合〉 
  時間外勤務手当
基本給＋精皆勤手当＋職務手当＋○○手当 × 割増賃金率 × 時間外労働時間数
          １カ月の所定労働時間（＊）
  休日勤務手当
基本給＋精皆勤手当＋職務手当＋○○手当 × 割増賃金率 × 休日労働時間数
          １カ月の所定労働時間（＊）

  深夜勤務手当

基本給＋精皆勤手当＋職務手当＋○○手当 × 割増賃金率 × 深夜労働時間数
           １カ月の所定労働時間（＊）
＊月によって所定労働時間数が異なる場合には１年間における１カ月の平均所定労働時間
  〈日給の場合〉 
  時間外勤務手当

日 給             × 割増賃金率 × 時間外労働時間数
        １日の所定労働時間（＊）

  休日勤務手当

日 給             × 割増賃金率 × 休日労働時間数
        １日の所定労働時間（＊）
  深夜勤務手当

日 給             × 割増賃金率 × 深夜労働時間数
         １日の所定労働時間（＊）
※日によって所定労働時間数が異なる場合には１週間における１日平均所定労働時間
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